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はじめに

古くから農業生産活動において使用されていた農薬等の中には、その残留性･有害性が

高いため、1970 年代に使用が禁止された農薬がある。それらの中には、DDT、エンドリ

ン等の残留性有機汚染物質（POPs）といわれる農薬成分があり、当時はその適切な処理

方法が無かったため、当時の方法としては最善と考えられた「地中埋設処理」により、一

般環境から隔離する方策がとられた。

しかしながら、その後、地球全体において POPs 成分が移動していることが明らかにな

り、POPs 成分の地球上からの削減を目的とした POPs 条約が提案されることとなった。

同条約の批准により、我が国においても、POPs 成分の削減/処理に係る国内行動計画を定

めて遂行する必要がある。その中で、POPs を含む埋設農薬等については、適切に掘削し

て安全に保管するとともに、適切な技術により無害化することが求められる。

そこで、本調査は、POPs 成分を含む埋設農薬等を適切に無害化するための技術を検討

するために、環境省水環境部農薬環境管理室において企画され、当センターが受託した。

検討に当たっては、国立環境研究所中杉修身センター長を座長とする検討会と永田勝也早

稲大学教授を部会長とする技術検討部会の学識経験者の皆さんのご議論･ご検討を踏まえ

て、作業を進めた。

調査を進めるに当たり、ご協力を頂いた自治体･団体ならびに検討委員の方々に深く感

謝すると共に、ご指導を賜った農薬環境管理室の皆さんに厚くお礼を申し上げる次第であ

る。

最後に、本調査の成果が、POPs 農薬等の適切な処理ならびに環境保全に資する事を心

より祈念するものである。
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ⅰ．平成13年度実証試験対象技術の選定

本年度は、「POPs 農薬無害化処理技術等検討会」における議論を踏まえて、２つの技

術を選定して、実証試験を行った。

１．１ 選定に当たっての基本的考え方の検討

（１）POPs農薬無害化の対象物の性状について

無害化処理技術に求められる要件を考えるに当たって、まず無害化の対象とする POPs

農薬等の性質やそれらが実際に回収される際の状態を整理しておく。

1) POPs農薬ストックパイルの性状

POPs 条約で対象となる農薬は 9 種類（うち我が国で実際に農薬としての登録のあった

ものは６農薬）である。これらの農薬ストックパイルの性状を整理すると次のようになる。

① 条約で対象となる農薬を含む製剤は多岐にわたる

② 対象となる製剤は POPs農薬を数種類混合している場合が多い

③ POPs農薬の濃度は多岐にわたっている

④ 製剤には、珪藻土等活性成分以外の増量材や添加物が多く含まれている

④ POPs物質以外に水銀や砒素、銅等の無機化合物を含む有効成分と複合してい

る製剤も多い

⑤ 製剤の形状としては、粒状、粉末、乳剤、液体（エマルジョン含む）等がある

⑥ 農薬容器は、プラスチック容器、ガラス容器、紙袋等がある。

2) POPs農薬等の保管実態

POPs 条約の対象となる農薬は、既に登録が失効しており、国内では過去の行政指導等

に則って、原則、地中埋設の形態で保管されている。ただし、埋設漏れ等により農家の納

屋等において保管されているものもある。

（ア）地中に埋設されている農薬

地中に埋設されている農薬は、行政指導や農水省からの通達に則って、処置された経緯

がある。その形態や規模は、処置された時期によって大きく異なり、これまでの回収経験

によるとおおよそ次のような形態になっている。

① コンクリート性保管槽内に農薬を詰め込み、セメントで封じた上で、土砂で覆

土している

② 地中に穴を掘り土木用作業シートを敷いた上に農薬を置き、シート全体で包み

込んで封じた上で埋め戻している

③ 農薬類を厚手のビニル袋に詰めたものを、セメントモルタルと一緒に詰め込ん

だ上で埋め戻している

④ 既設の水槽等を利用して、農薬類を封じこめている

なお、このようにして周囲から隔離された状態で埋設されていても、その後の保管状況

により、雨水が浸入したり、内部でガラス瓶などの農薬容器が破損していることもある。

（イ）納屋に保管されている使用残農薬類の性状
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使用中あるいは使用残の農薬類は厳重に保管庫で保管することとなっているが、有効期

限切れや失効した農薬等の古い農薬は、納屋等の奥に保管されている場合がある。いずれ

の場合にも、POPs 農薬以外のものも一緒に保管されている。これらの農薬類を回収する

場合には,次のような性状で回収されると予想される。

① 最近まで使用されていた農薬類も一緒になっている

② 最近の農薬類の保管容器であるプラスチック瓶やラミネート袋も排出される

可能性がある

（２）POPs農薬ストックパイルの回収時の状況と回収物の性状

1) 農薬類の回収時の状況

上記の２つの農薬ストックパイルについて、その無害化処理のために回収する場合、次

のような性状で回収されるものと予想される。

（ア）埋設農薬類の回収に際して

① 条約で対象となる POPs農薬を含む製剤以外のものも大量に含まれている

② 有機物以外に水銀や砒素、銅等の無機化合物有効成分を含んだ農薬も同時に回

収される

③ 農薬の製造工程で添加された珪藻土等活性成分以外の増量材や各種の添加剤

等、無機材料も含まれている

④ 埋設場所･保管槽内にて農薬の容器が破損した場合には、他の農薬も全て破損

した容器内の農薬で汚染されている可能性が高い

⑤ 乳剤等の液状の農薬が散乱したり、雨水が浸透した場合には、当該場所内の農

薬は全て、散乱している農薬で汚染されており、滞留水も汚染されている

⑥ 容器が破損し、内部で散乱した場合、保管容器や保管槽そのものも農薬で汚染

されている

⑦ 粉末の農薬類に水分が加わると、柔らかい泥状になり取り扱いが難しい状態に

なる

⑧ 埋設時期にもよるが、粉末の農薬は紙あるいは厚手のビニル袋に入っており、

液状の農薬はガラス瓶に入っている

⑨ 内部に雨水が浸透したり容器が破損しない限りは、袋のラベルは認識可能であ

る

⑩ 保管槽等の破損が酷い場合、シートで包んだ場合には、周辺土壌等も農薬類で

汚染されている可能性がある

⑪ 埋設状況によっては、周辺土壌と混在して回収される場合もある。

（イ）使用残農薬類の回収に際して

① 容器は破損せずに回収可能である

② 古い農薬以外に比較的新しい農薬も回収される可能性が高い

③ 比較的新しい農薬類の容器として、プラスチックやラミネート容器等も回収さ

れる可能性が高い

④ 容器のラベルの多くは認識可能であるが、古いものは認識不可能なものも多い
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2) 回収物の性状

上記のとおり、POPs 農薬ストックパイルを回収しようとした場合には、農薬そのもの

以外に次のようなものも同時に回収されることになる。

① 農薬容器（ガラス瓶、紙袋、ビニル袋、プラスチック瓶、他）

② 農薬で汚染された保管槽（コンクリート）や梱包用ビニルシート

③ 農薬で汚染された滞留水と泥状の農薬

④ 同時回収または混入した周辺土壌

実際には、以下のような物体が処理対象となると考えられる。

① 保管されていた農薬で容器に入ったもの

② 保管されている間に容器が破損し周辺に散乱した農薬

③ 破損した容器で農薬により汚染されているもの

④ 農薬を保管していたコンクリート槽で農薬類に汚染されているもの

⑤ 梱包用シートで農薬類に汚染されているもの

⑥ 埋設場所周辺の土壌、混入した土壌

⑦ 埋設場所内に浸透し、農薬類を含有する汚水･汚泥

⑧ 農薬類の回収作業を通じて使用された小道具類（手袋･マスクなど）

（３）POPs農薬無害化の要件について

1) 無害化対象物の性状に基づく要件

POPs 農薬無害化の対象となる農薬類の性状は前項で整理したとおりである。したがっ

て、これらの性状や回収時の状況を鑑みて、処理技術の選定にあたっての要件を整理する

と、次のようになる。

① POPs農薬などの有機化合物を分解できる

② 様々な農薬が混合した状態のものでも分解できる

③ 水銀や砒素、銅等の無機化合物が含有されていても、一括で処理できる

④ ガラス容器やビニル袋などの共存物があっても、一括で処理できる

⑤ コンクリートや土壌等が一部含まれていても、一括で処理できる

⑥ 増量材等の無機添加物（珪藻土等）も含めて処理できる

⑦ 農薬等に汚染された水や汚泥状の農薬類も一括で処理できる

2) 無害化施設の処理に係る基本要件

（ア）分解効率

POPs 農薬等の無害化の効率を評価する視点としては、以下の２つの考え方があるが、

本検討会においては、後者の方法を採用することとした。

① PCB廃棄物等の処理を鑑み、農薬の分解効率は 99.9999％を目標とする。また、

土壌等も合わせて処理する場合にも同等とする。

② 当該施設から排出される排ガス･排水･処理残さについて、ADI値等に基づき別

途定めた指針値を下回っている。

（イ）副生成物
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処理に伴うダイオキシン類等環境汚染物質の排ガス、残渣、排水にかかる基準値を満足

する。

3) 無害化施設の運転に係る要件

無害化施設の運転に係る要件としては、次のように整理できる。

（ア）処理過程の安定性

・安定した状態で、対象となる農薬等を確実に分解可能である。

・分解により無害化している

・対象物を分解するために必要な、所定の運転条件等を適正に維持可能である。

（イ）処理過程の安全性

・POPs農薬を安全に処理できる。

・処理対象物を外界から適切に隔離した状態で、無害化設備に投入可能である。

（ウ）設備そのものの安定性

・設備自体が頑強で、耐腐食性がある。

・無害化設備からの排ガス・排水を適切に処理できる。

（エ）分解過程･周辺環境影響の監視

・分解状況を適宜点検可能である。

・周辺環境への排出影響を監視可能である。

（オ）経済性

・無害化設備の初期投資ならびに運転管理費用が小さい。

5



１．２ 選定過程と結果

（１）調査対象企業の選定と調査票の発送・回収

永田部会長と事務局の協議に基づいて、調査対象企業 10 社を選定し、別添の技術調査

票を作成し、発送した。

全社から回答があった。回答表を取りまとめたものが参考資料１である。

（２）回答のあった技術の中からヒアリング対象の選定

回答のあった技術を表 1のように整理し、永田部会長ならびに技術部会委員からの意見

を参考にして、5社を選定した。選定された技術は以下のとおりである。

・間接過熱式汚染土壌処理設備

・回転式表面溶融

・熱溶融（ロータリーキルン）

・溶融キルンシステム

・外熱式乾留炉＋二次燃焼炉

（３）ヒアリングの実施

上記の 5技術に対して、技術部会におけるヒアリングを実施した。その際には、技術の

概要とともに実証試験の可能性についても質疑応答があった。特に、実証に当たっては、

水銀等を含む農薬を投入・処理可能である点、ならびに新たに付属設備等を整備する必要

がない点について質疑がなされた。

その結果、以下の２つの施設（技術）が実証試験の候補として選出された。

・溶融キルンシステム

・外熱式乾留炉＋二次燃焼炉
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２．実証試験計画の立案･検討

本章では、実証試験においてPOPs農薬等の無害化状況の評価方法ならびに実証試験を

行った施設における実験の概要を整理する。

２．１ 実証試験における POPs農薬等に関する処理目標値について

POPs 農薬等の無害化処理技術の有効性の判断に際しては、以下の２つの考え方がある

が、今回は周辺環境への影響を評価する後者の方法による事とした。

（ア）投入農薬と排ガスや処理残さ等に残留している農薬の比から算出する分解率に

よる評価

（イ）施設から排出される処理残さや排ガス等に含まれる POPs 等が環境に与える

影響が許容範囲内にあることを確認

埋設農薬等による環境汚染が許容範囲にあるか否かの判断のための環境管理指針値は、

技術検討部会において POPs 等に関する一日摂取許容量（ADI: mg/kg-体重）に基づいて

以下の考え方で算定を行った。

（１）算出方法

1) 大気中濃度の指針値の算出方法

大気中濃度指針値＝ADI×体重（50kg）×大気への経路配分(0.1)

÷一日呼吸量（15m3）

2) 環境水（表流水、地下水）の濃度の指針値

環境水濃度指針値＝ADI×体重（50kg）×水への経路配分(0.1)÷一日水摂取量（2L）

3) 土壌濃度指針値

土壌の溶出試験結果が環境水濃度指針値（２）以下

農薬に使用された POPs 及び BHC、更に POPs 等農薬の有効成分として使用されたこ

とのある(POPs及び BHC以外の)化学物質のうち、環境基準の定められているものについ

て上記の考え方により算定された指針値は、「埋設農薬調査・掘削等暫定マニュアル(環境

省環境管理局水環境部 平成 13年 12月)｣において公表された。なお、その際、環境基準

の定められている媒体については、環境基準を指針値として採用した。

POPs 農薬の処理及び処理残渣の処分による環境汚染の有無の判断のための環境管理指

針値は、本来であれば、各種の処理技術の性能を評価し最良の技術により達成される水準

を採用すべきであるが、実証試験が急がれること及び実証試験の評価のためにのみ用いる

ことを目的とすることで、健康影響に基づき設定された上記の環境媒体中の濃度の指針値

に基づき、以下のとおり設定することとされた。
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4) 排ガス濃度指針値

煙突高さ及び排出ガス量に応じた指針値とし、大気汚染防止法の K 値規制で用いて

いる拡散式で算出した最大着地濃度が大気中濃度指針値を超えないこととする。

計算式は以下のとおり。(導出法は本節の末に示す。）

ｑ ＝ Cmax × 25.64 × (He)2÷ Q0

ここで、

q：排ガス濃度指針値（15℃における値）[mg/m3]

Cmax：大気中濃度指針値[mg/m3](上記 1)による算定)

He：有効煙突高[m](実煙突高からの算定法は本節の末に示す。）

Q0：15℃における総排ガス量[m3/s]

5) 排水濃度指針値

水質環境基準と排水基準の一般的関係から、

排水濃度指針値＝環境水濃度指針値×１０

6) 管理型最終処分場への処分指針値

有機リン化合物(パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン、EPN)についての

規制値(1mg/L)と、排水基準(1mg/L)が等しいことを考慮して、

管理型処分指針値＝排水濃度指針値

農薬に使用されたPOPs及びBHCについての環境管理指針値の算定結果を表 2.1に示す。
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〔排ガス濃度指針値の算定式〕

A.有効煙突高

有効煙突高(He)を求める式としてはボサンケⅠ式に基づいて、次式を採用する。

1
288T

V
2961460

VQ

1
J

1
J

1
2.30logJ288TQ102.01H

V

2.58
1

VQ0.795
H

HH0.65HH

0

0

3

t

0

m

tm0e

ここで、

H0：排出口の実高（ｍ）

Hm：排出口における上向きの運動量による上昇高さ（ｍ）

Ht：排ガス温度と大気温度の温度差による上昇高さ（ｍ）

Q0：15℃における総排ガス量(m3/s)

V：排ガスの排出速度(m/s)

T：排ガスの温度(K)

B．最大着地濃度

大気汚染防止法のK値規制に準じて、サットンの拡散式により、煙源の風下主軸上の最

大着地濃度Cmaxを求めると、

2

e

max
6H

Q
0.234C

ここで、

Cmax：最大着地濃度[m3/m3]

Q：汚染物質排出量(15℃における値)[m3/s]

※ここでは時間修正は考慮しないものとする。

C．汚染物質排出量

したがって、汚染物質排出量を最大着地濃度で表すと、

maxe
maxe CH.

.

CH
Q

2

2

6425
2340

6

ここで、排ガス中の汚染物質の濃度をq[m3/m3]とすると、総排ガス量Q0[m3/s]を用いて、

Q[m3/s]＝Q0[m3/s]×q[m3/m3]

の関係が有る。これより、
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max

0

2

e C
Q

H
.q 6425

を得る。ここで、

q：汚染物質濃度（15℃における値）[m3/m3]

これは、q、Cmaxを共に[mg/m3]で表した場合の関係式でもあり、改めて、以下の式を用

いて、排ガス濃度指針値を算定する。

max

0

2

e C
Q

H
.q 6425

ここで、q：排ガス濃度指針値（15℃における値）[mg/m3]

Cmax：大気中濃度指針値[mg/m3]

He：有効煙突高[m]

Q0：15℃における総排ガス量(m3/s)

である。

12



（２）環境管理指針値

POPs農薬等に関する一日摂取許容量（ADI: mg/kg-体重）に基づいて、技術検討部会に

おいて環境中の管理指針値等を算出したところ、表 2.2のようになった。

表 2.2 POPs農薬等に関する環境管理指針値

農薬名
大気中

濃度指針値
環境水中
濃度指針値

土壌濃度
指針値

（溶出試験）

排水濃度
指針値

管理型最終
処分場への
処分指針値
（溶出試験）

単位 mg/m3 mg/L mg/L Mg/L mg/L

BHC 0.0003 0.0025 0.0025 0.025 0.025
DDT 0.0017 0.0125 0.0125 0.125 0.125
アルドリン 0.00003 0.0003 0.0003 0.0025 0.0025

エンドリン 0.0001 0.0005 0.0005 0.005 0.005

ディルドリン 0.00003 0.0003 0.0003 0.0025 0.0025

クロルデン 0.0002 0.0013 0.0013 0.0125 0.0125

ヘプタクロル 0.00003 0.0003 0.0003 0.0025 0.0025

HCB(*) 0.00006 0.00043 0.00043 0.0043 0.0043
HCB(**) 0.00005 0.00040 0.00040 0.0040 0.0040

 *: WHO(非腫瘍性 TDI)に基づく値

**: WHO(腫瘍性影響健康リスク評価指針値)に基づく値

なお排ガス濃度指針値は、以下の計算式によって算出される。

max

0

2

e C
Q

H
.q 6425

ここで、 q： 排ガス濃度指針値（15℃における値）[mg/m3]

Cmax： 大気中濃度指針値[mg/m3]

He： 有効煙突高[m]

Q0： 15℃における総排ガス量(m3/s)

である。
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２．２ 直接溶融キルン方式における実験計画

（１）目的

標記実証試験に係る目的は、以下の通りである。

1) 農薬の無害化状況の確認

実証試験施設において、試験的に投入された POPs等農薬が適切に分解されているかど

うかを確認する。評価指標は、投入物中の POPs等７物質含有量と処理残さ中の含有量と

する。最終的には、施設内の物質収支フローを明らかにする。

2) 無害化プロセスから排出される環境負荷の確認

実証試験施設にて、POPs 等農薬を無害化処理する際に、排出される環境負荷を大気･

水･廃棄物の 3 媒体･経路毎に確認し、POPs 等農薬無害化による環境影響を事前に評価す

る。なお、評価指標としては、環境基本法等に基づき環境基準値等が定められている項目

はそれらの値を使用し、規定されていない POPs 等７項目ならびに HCB については、技

術検討部会で設定した参考値とする。

（２）試験に使用する施設

月島機械（株）研究開発センター内 直接溶融ロータリーキルン炉

（所在地：千葉県市川市）

溶融ガス
冷却塔

圧縮空気

POPs農薬

冷却水

溶融炉

スラグ冷却
コンベア

サイト
グラス

水砕スラグ

供給ホッパ

第二回目
テス

灯油

消石灰

排ガス
集塵機 触媒塔塔

誘引ファン 除害塔
バグ飛灰

RDF

第一回目
テス

図 2.1 直接溶融ロータリーキルン炉の構成図
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（３）処理対象物

農薬については、ラベル表示が認識可能なものとする。また、一緒に投入する燃焼材と

しては廃プラスチックと重油等を利用する。

（４）運転条件

1) 運転温度

1,300℃（溶融物の回収に最適な温度）

なお、温度管理はキルン排ガスならびに溶融物投下口の輻射式温度計にて行う。

2) 運転中の溶融炉内の滞留時間

約 1時間

※これは、廃棄物を溶融して水砕スラグを回収する場合の最適条件として設定さ

れるカラム回転数を維持している場合の滞留時間である。

3) 農薬等の投入方法・条件

（ア）投入方法

設備投入口より、作業員によるマニュアル投入とする。

なお、投入ヤードは屋外なので、シート等により風雨対策のための養生をする。

（イ）投入間隔

10kg/3分毎 × 20回/時 ＝200kg/時

（ウ）投入条件

30cm×30cmの寸法未満にする。

事前にビニル袋に詰めて、投入物を調製しておく。※作業安全に配慮必要

4) 排ガス処理

（ア）基本フロー

二次燃焼炉＋バグフィルター（石灰を噴霧） （＋スクラバー）

（イ）石灰噴霧量

投入物の塩素含有量分析結果に基づき、排ガス中の塩化水素目標値達成のため

に必要な量を算定する。

（ウ）スクラバー

投入物中の水銀等の量に応じて、使用するか否かを決定する。

（５）測定分析

1) 投入物

（ア）分析項目

強熱減量、重金属類（Hg、Cu、As、Sn他）、POPs等７物質、DXNs

※重金属類及び POPs 等７物質は、投入する農薬の性状に基づいて設定する

（ 1）及び 2)の分析も同様）

（イ）分析試料
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・POPs等農薬の混合試料

2) 排ガス

（ア）分析項目

O2、N2、CO2、CO、NOx、SOx、HCl、SPM、重金属類、POPs等７物質、DXNs

（イ）分析試料（1日分）

・農薬投入中： 1検体（4m3）×2地点※投入後安定状態確認後から 4時間

（ウ）採取地点

・バグフィルター前（等流速採取可能）

・煙突前ガス採取口（等流速採取可能）

3) 排ガス処理設備のばいじん

（ア）分析項目

強熱減量、重金属類、POPs等７物質、DXNs

（イ）分析試料（1日分）

・10時間分を混合：1検体（500g）×2回/日

（ウ）採取地点

・バグフィルター底部

4) 処理残さ（溶融物）

（ア）分析項目

強熱減量、重金属類（Hg、Cu、As、Sn他）、POPs等７物質、DXNs

（イ）分析試料（1日分）

・安定状態の下で、4時間分を混合：1検体（500g）×2回/日

5） 温度

運転監視用端子を使用して測定する。
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２．３ 外熱式乾留炉＋二次燃焼炉における実験計画

（１）目的

標記実証試験に係る目的は、以下の通りである。

1） 農薬の無害化状況の確認

実証試験施設において、試験的に投入された POPs等農薬が適切に分解されているかど

うかを確認する。評価指標は、投入物中の POPs等物質含有量と処理残さ中の含有量とす

る。最終的には、施設内の物質収支フローを明らかにする。

2) 無害化プロセスから排出される環境負荷の確認

実証試験施設にて、POPs 等農薬を無害化処理する際に、排出される環境負荷を大気･

水･廃棄物の 3 媒体･経路毎に確認し、POPs 等農薬無害化による環境影響を事前に評価す

る。なお、評価指標としては、環境基本法等に基づき環境基準値等が定められている項目

はそれらの値を使用し、規定されていない POPs 等７項目ならびに HCB については、技

術検討部会で設定した参考値とする。

（２）使用する試験施設

三菱重工（株）横浜工場内 外熱式ロータリーキルン炉と二次燃焼炉

（所在地：神奈川県横浜市）

燃焼炉

S1 農薬

S2 処理後残渣

G3 燃焼排ガスキルン加熱後
（冷却空気吸込み後）

固形物投入ホッパ

スライドゲート

冷却空気

G4 煙突

S3 飛灰 煙突

G3 燃焼排ガスキルン加熱後
（冷却空気吸込み前）

キルン

T3

二次燃焼
空気ファン

燃焼空気ファン

C.W

G1 キルン出口
分解ガス

バグフィルター

汚泥ホッパー

汚泥

スクリューフィーダ

LPG

冷却空気

T1 T2

T4

図 2.2 外熱式ロータリーキルン＋二次燃焼炉
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（３）処理対象物

農薬については、ラベル表示が認識可能なものとする。同炉は施設内で発生する生活汚

泥を炭化処理するのに使用されている。また、焼却試験時に発生する排ガス中の塩化水素

濃度について規制値を満足するように、農薬のみではなく生活汚泥を一緒に処理すること

とした。

（４）運転条件

1) 運転条件

（ア）運転温度

 500℃（通常の汚泥の炭化過程での最適温度）

なお、温度管理は内筒表面温度にて行っている。

（イ）運転中の炭化炉内の滞留時間

約 45分

※これは、通常の汚泥の炭化過程における温度を 500℃とした場合の最適条件と

して設定されるカラム回転数を維持している場合の滞留時間である。

２) 農薬等の投入方法・条件 ※汚泥は自動投入

（ア）投入方法

設備投入口より、作業員によるマニュアル投入とする。

なお、投入ヤードは屋外なので、シート等により風雨対策のための養生をする。

（イ）投入間隔

1.25kg/5分毎 × 12回/時 ＝15kg/時

または

2.5kg/10分毎 × 6回/時

（ウ）投入条件

20cm×30cmの寸法未満にする。紙袋等は裁断する。

ガラス瓶などは入れられない。

事前にビニル袋に詰めて、投入物を調製しておく。※安全に配慮必要

３) 排ガス処理

（ア）基本フロー

二次燃焼炉＋バグフィルター（石灰・活性炭を噴霧）

（イ）石灰噴霧量

投入物の塩素含有量分析結果に基づき、排ガス中の塩化水素目標値達成のため

の必要量を算定する。

（ウ）活性炭噴霧量

水銀等については、活性炭噴霧にて対応する。
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（５）測定分析

1) 投入物

（ア）分析項目

強熱減量、重金属類（Hg、Cu、As、Sn他）、POPs等７物質、HCB、DXNs

※重金属類及び POPs 等７物質は、投入する農薬の性状に基づいて設定する

（ 2）及び 3)の分析も同様）

なお、試験実施前に、熱天秤分析も実施し、運転条件等を検討した。

（イ）分析試料

・POPs等農薬：1検体（混合試料）

・汚泥： 1検体

2） 排ガス

（ア）分析項目

O2、N2、CO2、CO、NOx、SOx、HCl、SPM、重金属類、POPs等７物質、HCB、

DXNs

（イ）分析試料（1日分）

・農薬投入前： 0検体（4m3）→過去の記録で代替する

・農薬投入中： 1検体（4m3）×2地点※投入後 30分後から 4時間

（ウ）採取地点

・煙突前ガス採取口（等流速採取可能）

・バグフィルター前

3） 処理残さと排ガス処理設備のばいじん

※残さ量を 100kg/日程度と推定（約 15％の残さ率）

試験前に熱天秤分析を行い、炭化温度ならびに石灰噴霧量等の推定を行う。

（ア）分析項目

強熱減量、重金属類、POPs等７物質、DXNs

（イ）分析試料（1日分）

・農薬投入後 4時間分： 1検体（500g）

（ウ）採取地点

・炭化物回収口

4) 温度

通常の運転管理用の計測端子設置点にて計測する。
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３．２ 外熱式乾留炉＋二次燃焼炉における実験結果

（１）概況

① 前節の直接溶融ロータリーキルン施設にて開封した農薬のうち、DDT、BHC、エンド

リンの 3種について先に当処理施設に搬入し、混合したものを処理対象物として実験し

た。なお、上記 3種の農薬の構成比は、なるべく別施設にて処理した農薬構成と同等に

なるようには配慮したが、全ての農薬を開封するまで、当施設分の農薬の調製を待つ時

間がなかったので、一致はしていない。

② 農薬のみを当入した場合には、排ガス中の HCl が地元自治体の規制水準を超える可能

性があるため、地元自治体と協議の上で、通常、当施設にて処理している排水処理汚泥

を混合材として用いた。

③ 実証施設にて処理試験を行う前に、ラボにて加熱秤量試験を行った。

表 3-29 POPs農薬に係る評価

対象 物質 分析結果 環境管理指針値 評価
BHC 0.00099、0.0086 0.0003（大気中）
DDT 0.0001,0.0002 0.0017（同上）

排ガス
(mg/m3N

) エンドリン N.D.
（＜0.00001）

0.0001（同上）

BHCが一般大気中指針
値の最大 29 倍*となる以
外は、排ガス濃度が大気
指針値を満足している。

BHC N.D.
（＜0.0005）

0.025

DDT N.D.
（＜0.0005）

0.125

処理後残
さ
(mg/L)

エンドリン N.D.
（＜0.0005）

0.005

管理型最終処分場の受入
指針値を満足している。

BHC N.D.
（＜0.0005）

0.025

DDT N.D.
（＜0.0005）

0.125

飛灰
(mg/L)

エンドリン N.D.
（＜0.0005）

0.005

管理型最終処分場の受入
指針値を満足している。

*：煙突による希釈効果は 29倍以上と考えられ、排ガスによる環境影響は無視できる水準

にある。

表 3-30 DXNsに係る評価

対象 分析結果 ダイ特法の基準値 評価
排ガス(ng-TEQ/m3N)
（Ｏ2＝12%）

0.084、0.22 5(焼却能力 2t／時
未満)

基準を満足している。

処理後残さ
(ng-TEQ/g)

0.019、0.039 3 管理型最終処分場受入基
準を満足

飛灰(ng-TEQ/g) 0.76、5.4* 3 同上

*本試験実施以前からの灰と混合されている可能性がある
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（２）処理対象物

1) 排水処理汚泥と POPs農薬

投入した POPs農薬等と配合汚泥の量は以下のとおりである。

POPs等農薬（水銀を含まないもの）：10kg/時×約 6.5 h/日 ＝ 約 65kg/日

排水処理汚泥：    75kg/時×約 12h＝ 3120kg/日

表 3.31 投入農薬の内訳

農薬名 品名 袋数 供給量(kg)

エンドリン エンドリン粉剤 2 21 63

DDT DDT粉剤、キルソン 13 13

BHC キングブラビー 15 45

（３）運転条件

1) 運転条件

（ア）運転温度（輻射式温度計による測定）

・外熱式ロータリーキルン内部：460℃

・二次燃焼炉出口温度： 850℃

（イ）運転中の滞留時間

・外熱式ロータリーキルン： 45分

・二次燃焼炉：   2秒

2) 農薬等の投入方法・条件

（ア）投入方法

設備投入口より、作業員によるマニュアル投入とした。

（イ）農薬投入間隔

400g/袋 × 25袋/時 ＝ 10kg/時

（ウ）投入条件

事前にビニル袋に詰めて、400gの投入物を調製しておく。調製前に 3種の農薬

を十分に混合してから試料調製を行った。

3) 排ガス処理

（ア）基本フロー

二次燃焼炉＋バグフィルター（石灰を噴霧）

（イ）石灰噴霧量

投入物の塩素含有量分析結果に基づき、排ガス中の塩化水素目標値達成のため

の必要量を算定する。
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（４）測定分析結果

1) 投入物

（ア）POPs農薬の分析結果

(i) POPs農薬成分の含有量

投入農薬として調製した POPs 農薬についての分析を行った結果は表 3.32 に示すとお

りである。これらのうち、（イ）のラベルからの推定値というのは、各農薬のラベルに表示

されている有効成分量から推計したものである。また、別途、投入農薬の主要製品につい

て分析した結果から、各農薬量を乗じて算出したのが（ウ）の農薬分析結果からの推定値

である。

なお、混合試料の分析に当たっては、混合試料をアセトン/n-ヘキサン混合液(1:1)100mL

で約 15分間超音波抽出して、GC/MSにかけて分析した。

表 3.32 POPs農薬の農薬成分含有量(μg/g)

（ア）混合農
薬試料の分
析結果

(イ)ラベルか
らの推定値*

（ウ）混合農薬の
各分析結果からの

推定値**

α-BHC 30,000 47,432

β-BHC 6,700 5,962

γ-BHC 9,100 11,300 11,721

δ-BHC 3,500 - 3,200

BHC(Total) 49,300 11,300＋ 68,315

o,p'-DDE <<20 0
p,p'-DDE <<20 31
o,p'-DDD 222 0
p,p'-DDD <<20 0
o,p'-DDT 9900 46
p,p'-DDT 33,100

5,500
2,013

DDT(Total) 4,022 5,500＋ 2,090

アルドリン <20 61

エンドリン 6,200 10,300 6,066

デｨルドリン <20 107

Trans-ｸﾛﾙﾃﾞﾝ <20 0

Cis-ｸﾛﾙﾃﾞﾝ <20 0

ｸﾛﾙﾃﾞﾝ(Total) <20 0

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙ <20 0

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙｴﾎﾟｷｼﾄﾞ <20 --- ---

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙ(Total) <20 0

HCB    <20 --- ---

Total 559,522+

 *) 農薬のラベルに記してある成分表の数値から算出した
**) 別途分析した３つの農薬の各成分分析結果に、3 農薬の混合比を乗じ
て推計した

混合試料の分析結果とラベルの成分表示を比べてみると、ラベルに表示されている成分
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については、γ-BHC、DDT、エンドリンともにラベルよりも、今回の分析値が少ない結果

となっている。これは、使用した農薬が地中に 20 年以上埋設保管されていた事を考慮す

ると、埋設中に農薬成分が劣化したためと考えられる。その劣化の程度は、γ-BHC 、DDT

が約 2割減で、エンドリンが 4割減となっている。

次に、使用した農薬 3製品の別途分析した結果に基づいて、混合試料の成分含有量を推

定した結果と混合試料の分析結果を比較すると、BHC については推定値の方が高く、エ

ンドリンについてはほぼ同等であるのに対し、DDTは推定値が低目の値を示す結果となっ

た。混合試料については混合前の各農薬成分の分析値による推定値よりも混合試料からの

採取試料の分析結果の信頼性が高いと考えられる。そこで、以下の検討に当たっては、実

際の混合試料の分析結果を投入物の性状を示す値として用いる。

(ii) DXNs含有量（実質ベース）

投入農薬に含まれる POPs農薬成分の含有量は表 3.33に示す通りである。

表 3.33 POPs農薬の DXNs成分含有量(pg/g) （有効数字 2桁）

混合農薬試料の
分析結果

構成比（%）

TeCDDs 460* 0.5
PeCDDs 700** 0.7
HxCDDs 430* 0.4
HpCDDs 420 0.4
OCDD 380 0.4
Total PCDDs 2,400 2.4
TeCDFs 34,000* 33.3
PeCDFs 5,300 5.2
HxCDFs 570 0.6
HpCDFs 110 0.1
OCDF 9.4 0.0
Total PCDFs 40,000 39.2
Total PCDD/Fs 42,400 41.6
Co-PCB(Non o-) 
Co-PCB(mono o- ) 
Total Co-PCB 60,000 58.8
DXNs 102,000

*： クロマトグラム上に試料由来の妨害成分があり、ピークに一部影響が
みられる。

**：妨害成分による影響が最も強い。
※：計算に使用している各農薬の DXNs量の数値を有効数字 2桁としている
ため、PCDDs、PCDFs、Co-PCBの計は各成分量の合計と一致しない。

(iii) 農薬中の DXNs毒性等量

農薬中の DXNsの毒性等量を分析した結果は表 3.34に示す通りである。
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表 3.34POPs農薬の DXNs成分毒性等量(pg-TEQ/g) （有効数字 2桁）

混合農薬試料の分
析結果

構成比（%）

2,3,7,8-TeCDD 6.7* 0.8
1,2,3,7,8-PeCDD 7.4 0.8
1,2,3,4,7,8-HxCDD 1.6 0.2
1,2,3,6,7,8-HxCDD 0.33 0.0
1,2,3,7,8,9-HxCDD 0.49 0.1
1,2,3,4,6,7,8-HpCDD 1.2 0.1
OCDD 0.038 0.0
Total PCDDs 17.8 (10.6) 2.0
2,3,7,8-TeCDF 1.2 0.1
1,2,3,7,8-PeCDF 27 3.1
2,3,4,7,8-PeCDF 19 2.2
1,2,3,4,7,8-HxCDF 3.2 0.4
1,2,3,6,7,8-HxCDF 0.81 0.1
1,2,3,7,8,9-HxCDF 0 0.0
2,3,4,6,7,8-HxCDF 1.6 0.2
1,2,3,4,6,7,8-HpCDF 0.17 0.0
1,2,3,4,7,8,9-HpCDF 0.067 0.0
OCDF 0.0009 0.0
Total PCDFs 53.0 (51.8)** 6.0
Total PCDD/Fs 70.8 (62.4)** 8.0
3,4,4',5-TeCB(#81) 0.014 0.0
3,3',4,4'-TeCB(#77) 2.0 0.2
3,3'4,4',5-PeCB(#126) 800 90.9
3,3',4,4',5,5'-HxCB(#169) 2.0 0.2
Co-PCB(Non o-) 804 91.4
2',3,4,4',5-PeCB(#123) 0.015* 0.0
2,3',4,4'5,5-PeCB(#118) 0.87 0.1
2,3,3',4,4'-PeCB(#105) 0.57 0.1
2,3,4,4',5-PeCB(#114) 0.070 0.0
2,3',4,4',5,5'-HxCB(#167) 0.0081 0.0
2,3,3',4,4',5-HxCB(#156) 4.7 0.5
2,3,3',4,4',5'-HxCB(#157) 0.21 0.0
2,3,3',4,4',5,5'-HpCB(#18
9)

0.65 0.1

Co-PCB(mono o-) 7.09 0.7
Total Co-PCB 811 (806)** 92.0
DXNs 880 (870)**

*： クロマトグラム上に試料由来の妨害成分があり、ピークに一部影響がみ
られる。

**：括弧内の数値は妨害成分による影響を受けた数値を除いた合計値である。
※：計算に使用している各農薬の DXNs量の数値を有効数字 2桁としている
ため、PCDDs、PCDFs、Co-PCBの計は各成分量の合計と一致しない。

DXNsの毒性等量は880pg-TEQ/gであり、その大部分をCo-PCBが占めている。中でも、

Non o- 体の3,3'4,4',5-PeCB(#126)が高い濃度となっている。これは別途行った実証試験で
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用いた農薬と同じ傾向である。

（イ）助燃材

排水汚泥ならびに LPG については、POPs 農薬成分や DXNs は含まれないものと想定

した。

（ウ）投入農薬中の成分量

今回、実験にて投入した農薬中の POPs 農薬及び DXNs の総量を、表 3.32～34 に基づ

いて算出すると、表 3.35～37のとおりである。

したがって、本実験で投入された農薬に由来する POPs農薬成分及び DXNsの総量は次

のようになる。

POPs農薬： 7,202g   DXNs： 12mg 110µg-TEQ

表 3.35 投入農薬中の POPs農薬成分含有量

投入農薬*中の
POPs農薬成分含有

量(g)

構成比(%)

α-BHC 3,630 50.40%

β-BHC 811 11.26%

γ-BHC 1,101 15.29%

δ-BHC 424 5.89%

BHC(Total) 5,965 82.82%

o,p'-DDE N.D. -
p,p'-DDE N.D. -
o,p'-DDD 3.0 0.04%
p,p'-DDD N.D. -
o,p'-DDT 109 1.51%
p,p'-DDT 375 5.21%
DDT(Total) 487 6.76%

アルドリン N.D. -

エンドリン 750 10.41%

デｨルドリン N.D. -

Trans-ｸﾛﾙﾃﾞﾝ N.D. -

Cis-ｸﾛﾙﾃﾞﾝ N.D. -

ｸﾛﾙﾃﾞﾝ(Total) 0 0.00%

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙ N.D. -

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙｴﾎﾟｷｼﾄﾞ N.D. -

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙ(Total) 0 0.00%

HCB - -

Total 7,202

 *総計 121kg。POPs 農薬の農薬成分含有量は混合農薬試料分析結果(表
3.32）を使用。
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表 3.36 投入農薬中の DXNs成分含有量(µg)(有効数字 2桁)

投入農薬*中のDXNs成分
含有量(µg)

構成比（%）

TeCDDs 56** 0.47%
PeCDDs 85*** 0.71%
HxCDDs 52** 0.43%
HpCDDs 51 0.43%
OCDD 46 0.38%
Total PCDDs 290 2.4%
TeCDFs 4,100** 34.%
PeCDFs 640 5.3%
HxCDFs 69 0.58%
HpCDFs 13 0.11%
OCDF 1.0 0.0083%
Total PCDFs 4,800 40%
Total PCDD/Fs 5,100 43%
Co-PCB(Non o-) 

Co-PCB(mono o- ) 

Total Co-PCB 7,300 61%
DXNs 12,000

*：総計 121kg。POPs農薬の DXNs成分含有量は混合農薬試料分析結果(表
3.33）を使用。

**：クロマトグラム上に試料由来の妨害成分があり、ピークに一部影響がみ
られる。

***：妨害成分による影響が最も強い。
※：計算に使用している各農薬の DXNs量の数値を有効数字 2桁としている
ため、PCDDs、PCDFs、Co-PCBの計は各成分量の合計と一致しない。
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表 3.37 投入農薬中の DXNs成分毒性等量(μg-TEQ) （有効数字 2桁）

投入農薬***中のDXNs
成分毒性等量(μg-TEQ)

構成比（%）

2,3,7,8-TeCDD 0.81* 0.74%
1,2,3,7,8-PeCDD 0.90 0.82%
1,2,3,4,7,8-HxCDD 0.19 0.17%
1,2,3,6,7,8-HxCDD 0.040 0.036%
1,2,3,7,8,9-HxCDD 0.059 0.054%
1,2,3,4,6,7,8-HpCDD 0.15 0.14%
OCDD 0.0046 0.0042%

Total PCDDs 2.2(1.3)** 2.0%

2,3,7,8-TeCDF 0.15 0.14%
1,2,3,7,8-PeCDF 3.3 3.0%
2,3,4,7,8-PeCDF 2.3 2.1%
1,2,3,4,7,8-HxCDF 0.39 0.35%
1,2,3,6,7,8-HxCDF 0.098 0.089%
1,2,3,7,8,9-HxCDF 0 0
2,3,4,6,7,8-HxCDF 0.19 0.17%
1,2,3,4,6,7,8-HpCDF 0.021 0.019%
1,2,3,4,7,8,9-HpCDF 0.0081 0.0074%
OCDF 0.00011 0.00010%
Total PCDFs 6.4(6.3)** 5.8%

Total PCDD/Fs 8.6(7.6)** 7.8%

3,4,4',5-TeCB(#81) 0.0017 0.0015%
3,3',4,4'-TeCB(#77) 0.24 0.22%
3,3'4,4',5-PeCB(#126) 97 88%
3,3',4,4',5,5'-HxCB(#169) 0.24 0.22%
Co-PCB(Non o-) 97 88%

2',3,4,4',5-PeCB(#123) 0.0018* 0.0016%
2,3',4,4'5,5-PeCB(#118) 0.11 0.10%
2,3,3',4,4'-PeCB(#105) 0.069 0.063%
2,3,4,4',5-PeCB(#114) 0.0085 0.0077%
2,3',4,4',5,5'-HxCB(#167) 0.00098 0.00089%
2,3,3',4,4',5-HxCB(#156) 0.57 0.52%
2,3,3',4,4',5'-HxCB(#157) 0.025 0.023%
2,3,3',4,4',5,5'-HpCB(#189) 0.079 0.072%
Co-PCB(mono o-) 0.8643 0.78%

Total Co-PCB 98(98)** 89%

DXNs 110(110)**

*： クロマトグラム上に試料由来の妨害成分があり、ピークに一部影響がみ
られる。

**：括弧内の数値は妨害成分による影響を受けた数値を除いた合計値である。
***： 総計 121kg。POPs農薬の DXNs成分含有量は混合農薬試料分析結果

(表 3.34）を使用。
※：計算に使用している各農薬の DXNs量の数値が有効数字 2桁としている
ため、PCDDs、PCDFs、Co-PCBの計は各成分量の合計と一致しない。
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2) 排ガス処理プロセス

BF*の前後とキルン出口の 3 点におけるガス組成分析結果をまとめると次のようになる。

この間の平均流量と運転時間は、途中で停止･運転条件の変更があったので、次の通りであ

る。

Run1：燃焼排ガス 1880 m3N/時（冷却空気吸い込み後）、6時間 20分（農薬投入）

煙突： 5510m3N/時

Run2：燃焼排ガス 2030 m3N/時（冷却空気吸い込み後）、6時間 35分（農薬投入）

煙突： 5510 m3N/時

(i) POPs農薬成分

排ガス処理プロセスにおける POPs農薬成分の挙動については、表 3.38及び表 3.39に

示すとおりである。

表 3.38 各排ガス処理プロセスにおけるPOPs農薬成分とDXNs（µg/m3N）

キルン出
口

燃焼排ガス（BF前）
※編流による影響あり

煙突（BF後）

Run2 Run1 Run 2 Run1 Run 2

α-BHC 760,000 21 4.2 0.22 8.1

β-BHC 55,000 <0.02 <0.01 0.18 <0.01

γ-BHC 100,000 1.2 0.49 0.33 0.51

δ-BHC 84,000 0.34 <0.01 0.26 <0.01

BHC(Total) 999,000 22.5 4.69 0.99 8.61

o,p'-DDE 2,400 0.03 <0.01 0.26 0.04
p,p'-DDE 2,600 <0.02 <0.01 <0.01 <0.01
o,p'-DDD 970 <0.02 <0.01 <0.01 <0.01
p,p'-DDD 6,500 0.09 <0.01 0.26 0.03
o,p'-DDT <12 <0.02 <0.01 <0.01 <0.01
p,p'-DDT 400 <0.02 <0.01 <0.01 0.13
DDT(Total) 12,870 0.12 0 0.10 0.20

ｱﾙﾄﾞﾘﾝ --- --- --- --- ---

エンドリン <12 0.34 <0.01 <0.01

ﾃﾞｨﾙﾄﾞﾘﾝ --- --- --- --- ---

Trans－ｸﾛﾙﾃﾞﾝ --- --- --- --- ---

Cis－ｸﾛﾙﾃﾞﾝ --- --- --- --- ---

ｸﾛﾙﾃﾞﾝ(Total) --- --- --- --- ---

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙ --- --- --- --- ---

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙｴﾎﾟｷｼﾄ --- --- --- --- ---

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙ(Total) --- --- --- --- ---

HCB --- --- --- --- ---
POPs農薬 1012000 22.9 4.69 1.51 8.81

PCDDs --- 0.0013 0.0056 0.00054 0.00015
PCDFs --- 0.0015 0.054 0.0015 0.00043
Co-PCBs --- 0.00052 0.0036 0.00034 0.00004
DXNs --- 0.0032 0.0632 0.00238 0.00062
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キルン出口における観測値が Run2のみであるが、高濃度の POPs農薬成分がガス中に

見られる。しかし、2 次燃焼炉からの排ガス中には少量の POPs 農薬成分しか見られず、

Run2 で比較すると、濃度は 2 次燃焼過程で 0.0005%まで低下しているが、BF 後に若干

上昇している。なお、Run1 では、燃焼ガス中にγ-BHC が Run2 よりも高い濃度で残っ

ていたが、BF後には低濃度となっており、Run2とは異なった挙動を示している。これは、

2次燃焼炉出口濃度測定口に偏流があるためと考えられる。

また、ガス中にはα-BHCとγBHCが残っているが、Run2においてその比はキルン出口

で [α-BHC]/[γ-BHC]が 7.6であるのに対し、燃焼ガス中で 8.6、BF後で 15.9となってお

り、α-BHCはγ-BHCに比べて分解･除去し難い傾向が見られる。ちなみに、投入農薬中

では、[α-BHC]/[γ-BHC]は 3.3である。

(ii) DXNs濃度（質量ベース）

排ガス処理プロセスにおける DXNsの挙動については、表 3.38に示すとおりである。

分析結果からみて、Run1 では排ガスプロセス中の BF の前後において DXNs 濃度が増

加しているのに対し、Run2では減少するといった異なる挙動を示している。

(iii) DXNs濃度（毒性等量ベース）

排ガス処理プロセスにおける DXNs(毒性等量ベース)の挙動については、表 3.39に示す

とおりである。

分析結果からみて、Run1 では排ガスプロセスの中のBFの前後において、DXNsの毒性

等量が若干上昇している。また、Run2では、BFの後で大幅に減少し、BFの前後でDXNs

の毒性等量が約 50 分の 1 になっている。なお、O212%換算値でみると、Run2 の 2 次燃

焼炉排ガスが高いものの、いずれも小型焼却炉の排ガス基準値 5 ng-TEQ/m3Nを下回って

いる。

表 3.39各排ガス処理プロセスにおけるCO、O2濃度

燃焼排ガス（冷却前） 燃焼排ガス（BF前） 煙突（BF後）
Run 1 Run2 Run1 Run 2 Run1 Run 2

PCDDs(ng-TEQ/ m3N) － － 0.0032 0.066 0.00031 0.00021

PCDFs(ng-TEQ/ m3N) － － 0.019 0.37 0.025 0.0092

Co-PCBs(ng-TEQ/ m3N) － － 0.0033 0.066 0.0020 0.0000026

DXNs(ng-TEQ/ m3N)
(実測濃度)

－ － 0.026 0.5 0.027 0.0094

DXNs(ng-TEQ/ m3N)
(O212%換算)

－ － 0.086 1.6 0.22 0.084

CO(ppm) -－ -－ 3 1 1 0

O2(%) 13.6 14.4 18.4 18.4 20.0 20.0

注）燃焼排ガス（冷却前）と燃焼排ガス（BF 前）についてはサンプリング座での煤塵の

偏流の影響が考えられる。
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(iv) 重金属等

排ガス処理プロセスにおけるばいじん量及び重金属類の挙動については、表 3.40に示す

とおりである。

表 3.40 各排ガス処理プロセスにおけるばいじん量及び重金属類(mg/m3N)

BF前 煙突（BF後）
Run 1 Run2 Run 1 Run2

SPM(g/m3N) 0.095 <0.001 <0.001 <0.001
Cu(SPM) <0.05 <0.05 <0.05 <0.05
Cu(Gas) <0.05 <0.05 <0.05 <0.05
As（SPM） 0.014 0.005 <0.005 <0.005

As（Gas） <0.005 <0.005 <0.005 <0.005

Hg(SPM) <10 <10 <10 <10
Hg(Gas) 28 <10 <10 <10

注）BF前については、編流による影響の可能性がある。

(v) 排ガス経由での系外への排出総量

排ガス総量と排ガス中の POPs農薬成分及び DXNs濃度（質量ベース、毒性等量ベース）

から、本実験において排ガス処理系を通じて施設外へ排出された対象物質の総量を計算す

ると、表 3.41のとおりである。

表 3.41 POPs農薬成分、DXNsの排出量

単位 1日目（Run1） 2日目（Run2）
運転時間（農薬投入時間） Hr 6.333

（6時間 20分）
6.583

6時間 35分
ガス流量（煙突） m3N/hr 5510 5510

POPs濃度 mg/m3N 0.00109 0.00881

DXNs濃度（実測質量） ng/m3N 2.341 0.62

DXNs濃度（実測毒性等量） ng-TEQ/m3N 0.027 0.0094

DXNs濃度（O212%換算毒性等量） ng-TEQ/m3N 0.22 0.084

POPs総量 Mg 38 320
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3) 処理残さ（処理後残さと BF灰）

この処理システムにおいては、系外に排出されるものとして処理後残さと BF 灰の２つ

が発生する。排出される処理後残さと BF 灰の量は、時間当たり発生量から計算すると、

それぞれ次のようになった。

Run1： 処理後残さ 64.0kg BF灰 22.2kg

Run2： 処理後残さ 73.6 kg  BF灰 19.0kg

(i) 残さ中の POPs農薬成分

処理残さ中の POPs農薬成分の濃度は、表 3.42に示すとおりである。

表 3.42 処理残さ中の農薬成分含有量(mg/kg dry) 

処理後残さ Bag Filter灰

Run1 Run2 平均 Run1 Run2 平均

α-BHC 0.010 0.41 23 90

β-BHC 0.0015 0.099 2.4 11

γ-BHC 0.0012 0.075 3.5 14

δ-BHC 0.0008 0.067 0.88 2.3

BHC(Total) 0.0135 0.651 0.3322 29.78 117.3 73.5
o,p'-DDT 0.0005 <0.0005 0.0015 0.030
p,p'-DDT <0.0005 0.0009 0.0029 0.087
o,p'-DDD <0.0005 0.0019 0.019 0.021
p,p'-DDD 0.0017 0.099 0.17 0.12
o,p'-DDE 0.0006 0.0064 0.075 0.097
p,p'-DDE <0.0005 0.0042 0.022 0.024

DDT(Total) 0.0023 0.033 0.0177 0.2904 0.379 0.3347

ｱﾙﾄﾞﾘﾝ* --- --- --- --- --- ---

エンドリン <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.031 0.0155

ﾃﾞｨﾙﾄﾞﾘﾝ* --- --- --- --- --- ---

Trans－ｸﾛﾙﾃﾞﾝ* --- --- --- --- --- ---

Cis－ｸﾛﾙﾃﾞﾝ* --- --- --- --- --- ---

ｸﾛﾙﾃﾞﾝ(Total) * --- --- --- --- --- ---

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙ* --- --- --- --- --- ---

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙｴﾎﾟｷｼﾄ* --- --- --- --- --- ---

ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙ(Total) * --- --- --- --- --- ---

HCB** --- --- --- --- --- ---

Total 0.0158 0.684 0.350 30.1 118 74.4

*：定性分析で検出されなかったので、定量分析していない。

**：分析していない。

今回の分析結果からみて、処理後残さ中には処理後残さにはほとんど POPs農薬が残留

しないのに対して、BF 灰では 30～120ng/g となっており、外熱式加熱プロセスにおいて

POPs農薬の大部分がガス化していると考えられる。

しかしながら、Run1 と Run2 とで大きく結果が異なっているので、さらに安定した運
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転条件での処理試験が望まれる。なお、実施企業によれば Run1ではサイクロン灰を運転

期間中定期的に取り出さずに運転処理していたため、BF 灰中の DXNs 濃度が高くなった

と説明している。Run2では、適宜、サイクロン灰取りだしを行った。

(ⅱ) 処理残さ中の DXNs

処理残さ中の DXNsの濃度は、表 3.43、表 3.44に示すとおりである。

表 3.43処理残さ中の POPs農薬成分と DXNs（質量ベース）

処理後残さ BF灰
Run1 Run2 平均 Run1 Run2 平均

POPs(mg/kg) 0.0158 0.684 0.352 30.1 118 74.1

PCDDs(ng/g) 0.160 0.520 60 17
PCDFs(ng/g) 1.200 2.100 180 32
Co-PCBs(ng/g) 0.150 0.440 16 3.70

DXNs(ng/g) 1.50 3.10 2.30 260 53 160

注）RUN1 BF灰、サイクロン灰取り出しを行わなかった

表 3.44処理残さ中の DXNs含有量（毒性等量ベース）（ng-TEQ/g）

処理後残さ Bag Filter灰
Run1 Run2 平均 Run1 Run2 平均

PCDDs 0.0038 0.0131 0.175
PCDFs 0.0132 0.0216 0.545
Co-PCBs 0.0015 0.0038 0.036

DXNs 0.019 0.039 0.029 0.76

注）RUN１BF灰、サイクロン灰取り出しを行わなかった。

（ⅲ）残さ経由での系外への排出総量
処理残渣として、系外へ排出される POPs 農薬成分と DXNs の総量を算出すると、表

3.45のとおりである。
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表 3.45 POPs農薬成分、DXNsの排出総量

処理後残さ BF灰単位
Run1 Run2 Run1 Run2

運転時間
（農薬投入時間）

hr 6.333 6.583 6.333 6.583

発生量 kg/hr 10.1 11.2 3.5 3.4

水分量 % 1.19 1.13 2.3 2.04

POPs濃度 ｍg/kg-dry 0.0158 0.684 30.1 118

DXNs濃度
（実測質量）

ｎg/kg-dry 1,500 3,100 53,000

DXNs濃度
（毒性等量）

ng-TEQ/kg-
dry

19 39 760

POPs総量 mg 1 50 650 2587

注）RUN１,サイクロン灰取り出しを行わなかったため除外した。

4)実験における物質収支

以上の結果から、投入農薬に由来する POPs 農薬成分の物質収支を整理すると表 3.46

のとおりである。

表 3.46(1) POPs農薬成分物質収支＜Run1＞
POPs農薬成分総量

単位 ｍg
投入農薬 3,601 x 103

排ガス 38
処理残さ（処理後残さ） 1.0
処理残さ（BF灰） 650

処理残さ（合計） 651
排ガス＋残さ 689 (分解率>99.98%)

   
   注）サイクロン灰取り出しを行わなかった。

Run1においては、処理後残さ中に POPs農薬成分はほとんど残っていないが、BF灰

として排出されている。
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表 3.46(2) POPs農薬成分の物質収支＜Run2＞
POPs農薬成分総量

単位 ｍg
投入農薬 3,601 x 103

排ガス 320
処理残さ（処理後残さ） 50
処理残さ（BF灰） 2587

処理残さ（合計） 2637
排ガス＋残さ 2957

(分解率>99.91%)

5) 結果のとりまとめ

本施設の実証試験結果をまとめると次のようになる。

① 周辺環境に影響を生じないようにして、POPs農薬を炭化･焼却処理できた。

② 外熱キルン内は 500℃と比較的低い温度で維持されていたが、処理後残さに BF灰より

も低い濃度の POPs 農薬しか残っておらず、処理対象物からの POPs 農薬成分のガス化

はこの温度で十分に進む事が確認できた。しかしながら、BF灰に若干量の POPs農薬成

分が残存していることから、ガス化した後の二次燃焼過程においてより効率的な分解反応

を実現できる可能性がある。

③ 物質収支をみると、POPs農薬は大部分が分解されるが、BF灰中に微量ながら残る。

④ DXNsについては、2日間の試験のうち 1日目はサイクロン灰の取出しを行っておらず、

異なった結果となっており、今後、さらにデータを取るとともにより長期的な運転･処理

を通じた評価が必要と考えられる。
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４．今後の試験に向けての課題

４．１ 対象農薬の性状について

今回、実験に使用した農薬の性状について、得られた知見を以下に整理する。

（１）埋設農薬の劣化状況

今回、実験に使用した農薬は昨年秋に掘削･回収された埋設農薬を使用した。その分析結

果によると、製造段階において確認されていた濃度よりも農薬成分濃度が低下しており、

埋設期間中の劣化が起きたものと推察される。その減量割合は3割程度であった。

（２）埋設農薬の保管記録と内容物の整合

使用した農薬は、保管先にて管理されていたドラム缶の中から、掘削時の記録等から保

管状況が良好と考えられるドラム缶を開封して、目視により浸水の有無等を確認して選定

した。これらのドラム缶の中には使用済みの肥料･穀物20kg詰め袋（大型ビニル袋）に、

農薬製品が紙袋のまま充填されていた。埋設時の記録では、これらの大袋の表層･上面に見

られた農薬の名称が優先的に記載されているため、今回、農薬の調達時には、DDT製品が

主体であるとの情報を得ていたが、実際はその内容は大きく異なり、BHC製品が多かった。

（３）農薬製品中のDXNs

使用した農薬を分析したところ、γ-BHC、DDT、エンドリンを含む農薬製品からDXNs

が検出された。特に、γ-BHC製品やエンドリン製品には、DXNs のなかでもCo-PCBが比

較的高い比率で存在していた。文献調査等では、これらの農薬については、PCDDsや

PCDFsについての分析実績は見られるものの、Co-PCBについての分析は見当たらなかっ

たが、今後更なる情報収集を行う必要がある。

４．２ 無害化処理技術について

（１）直接溶融ロータリーキルン方式について

 最終分解生成物である排ガス･処理残さ等については、環境管理指針値を下回る結果とな
っていたが、中間プロセスにおいて、DXNs等が検出されている。同施設では、本事業の

実証試験を行う前に、重金属を含むシュレッダーダストの処理試験が行われていた。その

ため、炉壁やバグフィルターに過去の試験の際に発生した重金属類が吸着している可能性

がある。炉内については、炉壁を加熱して重金属類を追い出すために一日ほど空炊きした

が、BFについては新規のものと交換していなかったため、BF表面に残っていた過去の灰

による影響が考えられる。

そこで、本施設においては、BFを新規のものに交換して、同様の試験を行い、これら

の共存物質による影響の有無について確認する必要があると考えられる。
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（２）外熱式乾留炉＋二次燃焼炉方式について

排ガス等については、POPs農薬成分等の環境管理指針値を下回る結果が得られた。検

討委員からは、OECDでのPOPs成分の分解に係る議論では99.9999％の分解効率が取り上

げられている点の指摘があった。そこで、今後、更なる分解効率を得るための確認試験が

必要である。そのため、更に高い運転温度条件にて、分解効率がどのようになるのか確認

する必要があると考えられる。

４．３ 農薬処理の方向性について

本調査では、POPs農薬の無害化処理技術の実証を目的としているが、実際の処理を考

えた場合、POPs農薬以外の農薬等が排出される可能性がある。そこで、今後、関係者が

共同して、POPs農薬以外の使用残農薬等の処理も含めた不要となった農薬全体の処理体

系についての議論が必要であるとの意見が検討会で出された。
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